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摘 要 
 本稿においてはアフリカにおける土地問題とは何か、について世界でも類をみない「村土地法」という
独自の法規定により村行政に村土地所有権の管理を委ねる仕組みをおくタンザニアを事例として考察す
る。特に社会主義時代にはなかった近代的な個人の所有権という法的概念の出現がどのような世銀を主
とするドナーの政策により導かれたのか、そうした政策に半ば反抗する形で制定された「村土地法」の
慣習的所有権規定とはどのような内容か、そして新しく制定された「村土地法」はタンザニア国民にど
のような影響を与えているのか、を中心として総説することを通じアフリカにおける土地問題の全体像
を概観したい。 
 
Ⅰ はじめに 
 
アフリカにおける土地問題とは、土地所有権の
導入過程で起こる慣習を含む固有法 2)といわゆる
近代法との軋轢の問題である。いわゆる西洋的・
近代的な法文化の浸透していないアフリカにおい
て、性急な近代的土地所有権の導入は多くの混乱
をもたらしている、といわざるを得ない。 
本稿においては、20 世紀終わりに社会主義から
資本主義への転換を経て初めて土地に関する法を
制定したタンザニアを事例とし、その実情を法解
釈と実態の双方から理解することを試みる。既刊
の論文等を総括することを通じ、アフリカの土地
所有権の問題とは何かを総説することを目的とす
る。 
アフリカ諸国においては、タンザニア以外にお
いても 20 世紀になり社会主義から資本主義への
転換を経て、土地の所有に関する法を制定する国
が多く存在するので、タンザニアの事例はアフリ
カの土地問題の象徴といえよう。 
以下、Ⅱにおいてタンザニア概況とタンザニア
における土地の概念を整理し、Ⅲにおいてはアフ
リカ諸国の土地政策に多大な影響を及ぼし続けて
いる世界銀行の政策変遷とそれに翻弄されるアフ
リカの土地政策を概観する。インフォーマル制度
を含めて承認していく方向へと大きく変化した点
にスポットを当て、近代的土地所有権の徹底を貫
徹せず慣習を重んじ村に大幅な裁量を委ねること
を規定するタンザニアの「村土地法」が制定に至
った背景を理解する。Ⅳにおいて「村土地法」と
いう世界に類を見ない慣習を認める土地の権利を
規定する法律について、「慣習的使用権」規定と入
会地「共同体の村土地」規定、法の構造を中心と
してその具体的な中身を把握することにしたい。
Ⅴにおいては狩猟採集民等の農耕民族以外の慣習
的な土地所有権を実質的に排除することになるこ
との問題点、登記に至る村土地はほとんどないと
いう実質的施行を欠いている問題点を中心に法制
定以降の諸問題を指摘する。おわりに、としてⅡ
～Ⅴを通してアフリカの土地所有権問題および土
地改革に対する問題指摘と提言をおこう。 
 
総 説 | Review 
Amemiya, H. 2014. Land Ownership Rights in Africa 
29 地域生活学研究 第 5 号（2014 年）pp. 28-41 
 
Ⅱ タンザニア概況とタンザニアにおける土地の
概念 
 
1. タンザニア概況 
タンザニアは 90 年代に世界銀行（以下世銀と表
記）の政策を受け、独立後の 1967 年から続く社会
主義体制から資本主義経済へと体制移行した東ア
フリカの一国である。 全人口 34,443,603 人（ザ
ンジバル 981,754 人）（2012 年）( Government of 
Tanzania 2012)であり、国民の約 3 割が１日２ドル
以下での生活者（World Bank, WDI 2012）3) に当た
る。また一人当たり GNP は 609 US$であり、
UNDP の人間開発指標は第 152 位 / 187 カ国中 
（UNDP 2013:143）である。 
宗教は一国内で多様性が見られ、イスラム教が
約 3-4 割、キリスト教が約 3-4 割、残りはヒンドゥ
ー教、原始宗教等といわれる構成である。 
なお、タンザニア国民は 120 余りの部族により
構成される部族社会である。スワヒリ語の「カビ
ラ・ガニ？」＝「あなたのエスニック・グループ
は何ですか？」という挨拶にみられるように出自
の村 4) をよりどころとするアイデンティティが強
い。アフリカ諸国内では珍しく多様な部族、宗教
の混在にもかかわらず部族間、宗教間の対立がほ
とんど無い国であり、優秀な援助対象国と言われ
る所以である。 
主産業は農業であり、国土の約 7 割が「村土地
法」管轄下にある「村土地」(Village Land)に該当
する農業国といえる。 
 
2. タンザニアにおける土地の概念 
近代的所有概念において土地は商品交換できる
ものと捉えられるのに対し、タンザニア－広くい
えばアフリカの多くの国－における土地とは、原
則的には市場経済における商品として扱われるも
のからはほど遠いものである。ポランニーは「土
地は本来居住の場であり、肉体的安全のための一
条件であり、風景であり、四季である」とし、「人
間生活に安定を与えるもの」（Polanyi 1944:243）と
する。これはまさに、タンザニアの村人にとって
の土地の概念に当てはまるものである。雨宮
（2004b、2008）は、事実上同国に公的な社会保障
がないため、土地がタンザニアの村人にとって最
低限の生活保障を与えるインフォーマルなセイフ
ティ・ネット機能を果している、としている。 
 
Ⅲ 世界銀行の政策変遷とアフリカの土地政策 
 
世銀の土地政策の変遷はアフリカの土地法制
定・土地所有権の問題に大きく影響を及ぼし続け
ている（以下、本章につき、World Bank 1975, 1990, 
2002, 2003 他、雨宮 2007）。タンザニアに対して
は、世界銀行（以下世銀と表記する）は 80 年代後
半からは構造調整、そして 90 年代後半からは貧困
削減戦略書（PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper）
に基づく土地の権原（title）の個人化推進政策を実
施している(Government of Tanzania.2000)。以下、
世銀の土地政策を区分し概観を経た上、近年の動
向を理解することとしたい。 
 
1. 1970 年～80 年代：新古典派主義的制度論が支
配的な時期 
市場経済化推進のために、共同体的な所有は淘
汰されるという考えは、新古典派経済の根幹であ
り、長らく世銀を支えてきた論理である。こうし
た考えは、コースの「取引の経済学」の概念を使
用したアルチャン・デムセッツらの所有権アプロ
ーチの展開から導きだされてきた（Alchain and 
Demsetz 1973)。  
新古典派的制度論の考えが端的に現れているの
が、世銀の「1975 年土地政策」（World Bank 1975）)
――最新の土地政策「2003 年土地政策」(World 
Bank 2003)が発行されるまで、世銀の土地政策であ
った――である。市場経済化を目指し慣習的、集
団的または共同体的などと称される―経済学的に
非効率なものであり、発展の障害とみなされる―
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権利を個人的な権利へと転換することが推進され
た（World Bank 1975:20）。 
特にアフリカに対しては、「1975 年土地改革政
策」をフォローし市場経済促進の一環として農業
成長を促進するため、個人の土地に対する権原を
確立すべきであることが強調されている（World 
Bank 1989: 104）。 
なお世銀「1975 年土地改革政策」におけるケニ
アの評価は高い。他のアフリカ諸国に先駆け近代
的土地所有権・個人登記を規定する土地法を制定
したケニアは、植民地政府およびそれを引き継い
だ独立後の政府によるヨーロッパ人に所有されて
いた大規模農地へのアフリカ人の再定住、市場用
作物の推進などの土地改革を実施し、大成功をお
さめた国として紹介された（World Bank 1975: 71)。 
その後も、市場経済促進の一環として農業成長
を促進するため、個人の土地に対する権原を確立
すべきであることが強調される（World Bank 
1989:104）。 
 
2. 1990年代：貧困対策と農業生産性向上がうたわ
れた時期 
1990 年の世界銀行開発報告書「貧困のための経
済機会の促進」（World Bank 1990）においては、土
地の個人的な所有権の確立が、貧困の悪循環を断
ち切るための方法の一つとしてあげられている。
土地の権利が個人化され、貧しい人々――特にア
フリカの伝統的で共同体的な所有をする人々――
が、土地を担保にクレジットを利用し農地の生産
性を高める資金投入を可能にすることが目指され
た（World Bank 1990:56 , 64）。 
この頃の世銀の対アフリカ政策は農業経済発展
のためには土地の「個人所有化」が有効だという
考えが中心である。この考えはタンザニアの農業
政策にもそのままあてはめられており(World Bank 
1994: 19)、土地の個人所有化が市場経済化の促進、
ひいては貧困対策にもつながるという考えに沿い、
アフリカの農業経済発展のためには土地の「個人
所有化」が有効だという考えが核となる農業政策
が策定される。 
他方、世銀は伝統的な共同体的システムが拡大
家族 5) の全構成員の土地へのアクセスを可能とし、
特にアフリカにおいては土地無しの貧困という極
限状態を回避させている点を認め、その場合には
個人の権原確立の促進や登記は望ましくない、と
いう考えも明らかにした（World Bank 1990:65）。
さらに他のアフリカ諸国では個人的な土地所有権
設定が抵当権設定を通じたフォーマルな金融機関
に対するローン・アクセス増加と関係しない
（Migot and others 1991）という報告もなされる。 
世銀は貧困削減のため、インフォーマルな土地
の権利の近代化を進めることが貧困層を救わず、
反対に共同体的土地所有を基盤とするセイフテ
ィ・ネット機能こそが貧困を緩和させているとい
う事実に直面したのである。 
 
3. 1997 年以降～2006 年以前まで 6)：インフォー
マルな制度を認め始める時期 
この頃、土地のアクセスと利用は MDGs（国連
開発目標）の中核となる。世銀は、インフォーマ
ルな制度を新しい制度に置き換えることが貧困問
題の解決にとっての最適な方法ではなく、インフ
ォーマルな制度を含めた制度構築へ向けた長期的
な戦略をとる必要性を認め始める。「貧しい国にお
いてインフォーマルな制度が、フォーマルな制度
の代わりとして機能している」（World Bank 2002:6）
事実から、転換期である 2003 年にはノース（North 
1990）の影響を受け、アフリカを中心とする途上
国におけるインフォーマル制度および多様な土地
に対する権利の役割を認めた最新の土地政策
「2003 年土地政策」（World Bank 2003）が出され
る。当初置き換えられるべきものとして扱われて
きた慣習的な土地に対する権利・制度の役割が評
価されることになる。アフリカにおいて土地はセ
イフティ・ネット機能を提供するもの（Yoshida 
2000:3,5）とみなす考え方に通じるものである。
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「2003 年土地政策」には、デ・ソト（Hernand de Soto）
が提唱・実践する法の枠外にあるインフォーマル
制度の合法化の貧困国における有効性、が強く影
響を及ぼしている（de Soto 2000）7) 。 
特にケニアにおいては、登記を規定する土地法
があるにもかかわらず、金融、銀行インフラが未
整備なために人々がフォーマルな金融アクセスを
利用していない。「1975 年土地改革政策」の評価
から一変し、「2003 年土地政策」においてケニア
は、大きな経済コストを伴うフォーマルな法制度
導入が実質的には機能しない事例として扱われて
いる(World Bank 2003: 49)。 
また、「2003 年土地政策」において、タンザニ
アの「1999 年村土地法」（Village Land Ac,1999）8) 
（以下「村土地法」と表記）制定は、慣習的権利
の法的承認（to put the legal recognition of customary 
rights）（World Bank 2003:64）と表される。 
 なお、タンザニアにおいてのデ・ソト理論採用
については、都市部（土地法管轄エリア）におい
ては適用可能性がると考えられよう。しかし、国
土の 8 割程度の村土地法管轄エリアにおいては機
能しない、と考えられる。 
 以上のように、「2003 年土地政策」においては、
これまでフォーマルな完全な権原に対峙するもの
として扱われ、またいずれ淘汰されていくものと
位置づけられていたインフォーマルな―慣習的・
共同体的な権利、tenure などと称される―権利を
限定的に認めるようになった。いわばインフォー
マルな土地所有権の意義を断片的にではあるが認
める点で、世銀の政策の転換を示していると理解
できるのが、「2003 年土地政策」であろう。 
しかし、アフリカを含めた権原（ownership）以
外の土地の権利が普及している国においても段階
的に移行することを前提とし代替のものがない場
合には経済的コストがかからない既存の慣習の利
用を例外的に認めるものの、基本的に目指すべき
土地の権利の完全な形は、できるだけ権原証書発
行（titling）を伴った権原（ownership）である、と
いうことが原則である。従って、主たるポリシー
は 70－80 年代の路線から根本的に変わるところ
はない。 
 
4. 2006 年以降 9) ：世銀の土地の権利に対する把
握および政策の変化の時期 
2006 年くらいから、世銀をはじめとする国際機
関の土地の権利に対する把握、それに基づく土地
政策は大きく変化してきているのではないだろう
か。 
デ・ソトをはじめとするメンバーで構成される
「貧困層の法的エンパワメント委員会」10) による
報告書「全ての人のための法づくり」“Making the 
Law Work for Everyone ”(CLEP 2008) は、これま
でとは異なる法の認識を示し、法制度の問題が貧
困問題の根幹であるという前提に立つ。 
富について、経済的な面のみならず、多様な法
的保護、規範、労働契約・知的所有権のような統
治の道具を有することとし、反対に貧困とは収入
の不足だけではなく、これらの権利があることを
認識できないこと、と定義する(CLEP 2008)。 
貧困層の法的エンパワメントの四つの柱のうち
の一つ目の柱にあげられるのは「司法と法の支配
へのアクセス」である。ここでは貧困層に既に馴
染み深いインフォーマルな慣習的手続きにおける
理解と統合により、フォーマルな司法・土地行政
システムを作ること、が提案される (CLEP 2008: 
5)。 
また、二つ目の柱には「所有権（property right）」
があげられている。集団的権利（group right）を安
全にするために創造力に富んだ法的思考が要され
る（CLEP 2008: 6)とする。所有権のエンパワメン
トを計る領域は、「超法規的経済をフォーマル経済
にとりこむため、そして全ての市民がアクセスで
きるようにするため、個人( individual )および共同
体的( collective )な所有権( property )の効果的な統
治の推進」をはかることや「複数の妻、内縁パー
トナーにより購入された不動産が所有権システム
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に内包される制度の推進」を行うこと( CLEP 2008: 
7)となっている。 
これまで使われていた究極の目標である
ownership とそれ以外の土地に対する権利、という
区別に代わり、あまり定義を厳格にしない 
property （所有権）という言葉が用いられるよう
になっている。そして property （所有権）の中に
個人またはそれ以外のものが並存するという前提
に立っている。これまでのように対立する二者と
いう扱いではなく、統合されるべき対等な二つの
土地に対する権利、という扱われ方となっている。 
柔軟な法制度の把握、多様な所有権のカテゴリ
ーの認識が示されている。当然にデ・ソト理論の
前提が採用されていることが理解できる。 
 
5.“ Land Law Reform ”( World Bank.2006: 59）
―政策の変化の背景： 達成されない土地法改革 
「2006 年土地法改革‐達成すべき開発政策の
目的‐」” Land Law Reform”（以下「2006 年土
地法改革」と記述する」（ World Bank 2006: 59 ）
においては、これまでの世銀の土地政策書に見ら
れる「究極の ownership へ向かうための政策」と
いったトーンは抑えられている。そこには土地政
策に掲げた理想どおりには、簡単に到達しない土
地法改革の厳しい現状を無視できない実態がある。
そこで「2006 年土地法改革」は土地改革の崇高な
目的の再確認を行い、土地改革が急務であること
を再び訴えている。また、これまで見られなかっ
た、世銀がたどってきた土地改革の道のりを振り
返ることがなされている。例えば、頻繁に用いら
れるタンザニアの例では、詳細に語られることが
少なかったいわゆるシブジ・レポート 11) について
その役割に一定の評価を下すなど、過去には失敗
と捉えられていたような紆余曲折に触れられてい
る（World Bank 2006: 51-52）。 
特にアフリカにおいて、土地法制定以降、遅々
として実質的な施行に至らないままに 10 年あま
りが経とうとしている。現在、世銀は思考錯誤で
あった過去の努力を語り理解を求め、当初掲げた
壮大な目標を再度述べ、目覚ましい進展はないも
のの土地法改革が重要かつ急務であることを再確
認せざるを得ないのであろう。 
 
6. 土地法施行の実態 
「アフリカで土地法制定後、施行はどの国でも
カオスである。施行できている国はおそらく皆無
であり、また、その施行がどのように可能である
のか、またどれだけ時間と費用がかかるのか答え
られる国際機関関係者は皆無である。そして最も
厄介なのは、一度制定した土地法は施行せざるを
えないということである。」12) という言葉からも
明らかなように、アフリカの土地改革の実施状況
は困難であるといわざるをえない。政情不安、人
種・部族・宗教対立の無いタンザニアでさえ実質
的施行に至っていないのである。 
 
Ⅳ タンザニアの土地所有 (雨宮 2008) 
  
「村土地法」は、イギリス植民地時代から土着
の人々に対し慣習的に認められてきた「みなしの
権利」（deemed right of occupancy）に起源を有する
既存の権利を「慣習的使用権」（customary right of 
occupancy）（訳にあたっての詳細は論文の前提：
用語の ii 参照）として制定法化した、村の土地に
適用される法律である。 
他方、「土地法」は近代的所有権と同質のものと
して、植民者等に認められてきた権利証書
（certificate）発行を伴う使用権である「付与され
た使用権」13)（granted right of occupancy）に起源を
有する都市近郊の土地に適用される法律である。
同法は近代的な土地所有権に近い性格を有する個
人に対する土地の権利を「使用権」（ right of 
occupancy）と定義して扱う。なお、「土地法」が
カバーする土地は、村、保留地以外であり具体的
には都市部および都市近郊の村 14) に適用される
法律である（論文の前提：用語の iii 参照）。 
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村と村以外に分け土地所有権を規定する法を制
定すること自体が、いわゆる近代法とは異なる。
特に「慣習的使用権」規定化および入会地「共同
体の村土地」規定の明文化をはじめとする以下に
あげる特徴は「村土地法」の西洋法とは異なる法
の特徴を表している。 
なお、「村土地法」制定は一夜にして可能だった
わけではない。イギリス ODA（イギリス対外開発
省：British Overseas Development Administration）コ
ンサルタント McAuslan起草の 96年草案では村も
含め全国土一律に近代的所有権下とする「土地法」
のみであった 15) が、タンザニア法曹団は原案とは
かけ離れた「村」のみを別法とする法として書き
直した、という経緯がある。世銀の市場経済化へ
の圧力と、急進的変革が困難なタンザニアの実態
―村土地に 8 割以上の人口が居住し、国土面積の
69% が村土地に該当する 16)―との妥協の下 17) 制
定されたのが「村土地法」である。 
 
1.「慣習的使用権」規定 
(1) 村より付与される個人または家族を含む団体
を権利主体とし、慣習に基づく無期限の、使用、
収益及び制限のある処分の権利である。原則的に
権利の主体は村人又は村と関わる居住者に限定さ
れる（第 12 条(1)項(b) (c) 18））という身分と直結し
た権利であるほか、権利を付与された者には不在
時の土地管理、慣習法の遵守等の義務が課せられ
る（第 37 条(5)項）。村内に限定し譲渡は可能であ
るが二ヶ月以上前に書面による通知を要すること
（第 30 条第（3）項）、譲渡人本人及び家族の生計
をも考慮に入れた上で村評議会の許可を取らなけ
ればできない（第 30 条第（4）項）ことにみられ
るように、村内ですら土地の流動を抑制する仕組
みである。 
 「村土地法」規定により村土地の「慣習的使用
権」下の土地に対して抵当権の設定が可能となっ
た。村評議会に許可を得ないで抵当権設定が可能
なのは 500,000Tsh.19) 以下（「土地法」第 114 条(2)
項）と決められている、競売での売却先も村内に
限定される（第 31 条(4)項）ことが規定されており
実際に銀行からローンを得たという例はほとんど
ない。 
(2) 権利付与、権利の変動において村評議会を通じ
た契約を経由しなければならず、土地管理および
権利付与においては行政組織である村評議会
（Village Council）20) が中心的役割を果たす。 
 なお、慣習的使用権付与がなされた後、村評議
会は申請者に対し「慣習的使用権の権利証書」を
付与する（第 25 条(1)項）。その後、慣習的使用権
は村登記所 21) で登記されなければならない（第
21 条第(1)項）。 
土地の自由な処分権がないこと、5 年以上の未
使用地（村内に不在の場合には 3 年）は村に強制
収用される（第 45 条第(1)、(2)項）など、日本を
はじめとする国が有する近代的土地所有権規定と
は異なる様相を呈する規定である。 
 
2. 入会地「共同体の村土地」（Communal Village 
Land）の明文化 
 「共同体の村土地」は村評議会の管轄下にある
原則的に配分できない、村共同体構成員が持分権
をもたず用益および利用権のみを有する土地であ
る。さらに、村人でなくなった時点、または村と
の関わりを喪失した時点で入会権者はその権利を
失うので離村者失権の原則が働いている。「共同体
の村土地」は村共同体構成員である入会集団－村
共同体－のみに入会権が認められる総有である入
会地といえる 22) 。タンザニアではこうした入会地
の登記が可能である。なお、日本では入会を登記
する余地はない。 
 
3.「村土地法」の構造 
 「村土地法」は、「慣習的使用権」で原則的に土
地の流動化を抑制し、「共同体の村土地」部分にお
いては入会権で部外者を排除し、さらに信託構成
―全国土が受託者である大統領に付与される（「土
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地法」第 4 条(1)項）―23) により部外者への土地流
出阻止を強固なものとするという構成をとる。 
 
4. 土地の貧困対策機能（雨宮 2004b） 
タンザニアの村は単なる行政単位ではなく、政
治・行政的機能を果たすと同時に農牧業等の生産
活動の共同体及び生活の共同体としての機能を果
たしている。その営みを継続させるためには団体
としての永続性を保ち、農業の生産活動及び生活
を営む場を安定して保つことが求められる。この
ような重要性から「慣習的使用権」規定および「共
同体の村土地」規定、信託構成により村内の譲渡
ですら活発化させない、部外者への土地流出阻止
の仕組みを提供しているといえよう。 
土地のセイフティ・ネット機能は、タンザニア
において土地無しのホームレスのような極限の貧
困層を生み出さない仕組みを提供している。 
 
5. 慣習的な紛争処理機構の明文化 
(1) 7 人の委員（うち最低 3 名は女性）で構成され
る村土地評議会（Village Land Council）（第 60 条(1)
項）が、土地紛争における紛争処理機関として法
規定化された。同評議会の決定には拘束力はない。
これまで各村において存在していた慣習的な土地
紛争処理機関を明文化したものである。村土地評
議会は慣習的な調停原則、自然的正義等に従って
調停を行なわなければならない。 
 特に村間の境界線確定および村内の境界線紛争
を扱う委員会―村裁定委員会―が設けられている。
村裁定委員会（Village Adjudication Committee）は、
境界線確定、女性・弱者の権利保護、慣習法に従
う裁定を行う(第 53 条(3)項)。 
(2) 村土地評議会の調停において解決されない紛
争の場合には、裁判所法（Courts Act, 2002）規定
により｢村土地法｣規定（第 62 条）に従い、地区審
判所、県土地および家屋審判所、高等裁判所 土地
部門、控訴院（結審裁判所）へと付託されること
になる。 
(3) これまでタンザニアにおいては、例えばソンゲ
ア州ムシンド村では伝統的な首長会議、ムベヤ州
マンタンジ村では長老会議の構成員による村土地
評議会が機能しているように、各村により異なる
制定法外の紛争処理機関が機能してきた。村土地
評議会設立は、各地の慣習に委ねられていた調停
を制定法化する試みである（雨宮 2004a）。 
 
Ⅴ 法制定以降の諸問題  
 
1.「村土地法」とマイノリティ・狩猟採集民 
筆者は村主体の「タンザニア村土地法」（Village 
Land Act, 1999）は慣習に基づく共同体的な土地所
有権を具現化したもの（雨宮 2003:27-36）、である
こと、タンザニアの実情に適合したものとし高く
評価してきた（以下、本章は雨宮 2008 に多くを
負う）。しかし、元来「村土地法」が保護対象者と
する範疇に入っていない農業・遊牧以外を生業と
する部族 24) ―特に狩猟採集民ハッザ族―に対する
「村土地法」制定による影響は大きい。 
(1) 狩猟採集民ハッザ族 
絶滅が危惧されているエスニック・グループの
一つであり、80 年代以降研究がなされておらず実
態がよくわからない全人口は約 1,000～1,500 人と
いわれるタンザニアで最も少数の部族の一つであ
る。 
現在では、1989 年にアルーシャ州ブル県のハッ
ザ族のために設立されたモンゴ・ワ・モノ（Mong 
wa mono）村が彼らの最後の地といわれる。しかし
近年、モンゴ・ワ・モノ村内においてさえイラク
族、バルバイク族等の半農耕民、遊牧民といわれ
るエスニック・グループとの間の土地をめぐる争
いが耐えない状態にある(Madsen 2000:8-9)。 
遊牧も農耕も伝統的に行わないハッザ族は、食
料調達を狩猟採集に依存し、野生の動植物を食料
としている。象以外の全ての野生動物が狩の対象
であるが、ハッザ族は伝統的に近代的武器（銃、
網、落とし穴、罠等）を用いず毒矢のみを使用す
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る狩猟方法であることから、生態系および環境を
脅かすことはないといわれる。植物としてはイチ
ゴ、バオバブの実等の特定の野生の果物類、植物
の根、蜂蜜等を採集する 25) 。 
(2)ハッザ族と土地問題 
「慣習的使用権」を認めることは、タンザニア
の従来のやり方を踏襲した慣習を制定法化するこ
とである。ところが、これは圧倒的多数を占める
定着型の農耕民を対象として想定されている規定
であり、それ以外の部族は法規定の対象とすら考
えられていない。村に定着し村人となれば当然「村
土地法」下の慣習的使用権、共同体の村土地の使
用という権利を享受できる。しかし、キャンプに
よる土地の移動を常とし、狩猟採集による人々に
対する定着型の生活の強制はハッザ族の伝統・文
化そのものを変容させるものである。 
ハッザ族は伝統的にキャンプ移動する生活であ
るので、どこか一箇所を占めるということはない
が、むしろ不定期な移動のために広大な土地を要
する生活形態を持つ。しかし、「村土地法」により、
村に定着しなければ土地を持つことが法的に認め
られないことになる。ハッザ族は伝統文化の変容
を余儀なくさせるのみならず、定着化・農耕化の
圧力下で民族としての存亡の危機に立たされてい
る（雨宮 2008）。 
 
2.実質的施行 
(1)「村土地法」のテキストの問題 
「村土地法」は 1999 年に制定され、2001 年 5
月 1 日から施行された 26) （以下本節は、雨宮 2011b
に多くを負う）。しかし、財源及び人員不足を主た
る理由とし、2008 年においても実質的な施行から
は程遠い状況にある 27) 。具体的には次のような状
態である。1999 年以来「村土地法」（公用語であ
る英語版）の印刷部数の不足は解決されておらず、
未だに全村（10,832 カ村あるといわれている)にテ
キストが行き渡っていない。また、たとえテキス
トが配布されたとしても、一般のタンザニア国民
はスワヒリ語しか解さないことから、法のスワヒ
リ語訳の作成が必要である。さらに、村評議会に
おいて土地に関わる法手続きを全て行うためには、
膨大な 28) 法律条項の内容の熟知が前提となるた
め、土地省トレーナーによる村評議会に対する訓
練が必要である。しかし、トレーナーによる「村
土地法」普及プログラムは、2002 年にパイロット
的に開始・実行されている過程にある。 
(2) 村レベルの地図の欠如による問題 
村レベルの地図が皆無なため、村人が登記をす
る場合には登記希望者自身が県の土地管理局の測
量士 2-3 名を直接雇用することが必要である。従
って、村の土地を登記できる者は、法的知識があ
り、かつ測量師派遣の人件費、食費・日当・宿泊
費等支払い可能な人に限られる 29) 、ということに
なる。従って、安定した所有権確定のプロセスへ
とアクセスできるのは、ある程度の教育を受け英
語力・法的知識があること、諸費用を賄えるほど
の財力があること、という条件をクリアした者の
みとなる。 
(3) 自主的な登記には程遠い現状 
タンザニア政府は、法の啓蒙・普及とともに村
の地図の作成、境界線確定等について援助ドナー
に支援を求め続けている。しかし、今まで曖昧で
あった境界を確定すること、制定法による厳格さ
を持ち込むことにより慣習法により営まれていた
土地管理に多くの混乱をもたらすことが予想され
ることから、世銀をはじめとするドナーは土地法
策定後に啓蒙・普及以外の実質的施行に関わる支
援にはほとんど触れてこなかった。従って、タン
ザニア政府は 2003 年から独自の財源で一年間に
2-3 か村程度を訪問し、様々な設備のない村でもで
きる簡易な地図作り等、細々と実質的施行のため
のプロジェクトを実施 30) しているに過ぎない。 
「村土地法」により、村土地上の既存の権利が
慣習的使用権として認められ、権利証書を得た後
に登記が可能になったことは前述（IV.1.(2)）のと
おりである。しかしながら、タンザニアにおいて
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実際に登記を備えた村人がどのくらいいるのであ
ろうか。権利証書を得るまでのプロセスも村人に
とって煩雑であること、さらにその後に登記を備
えるために必要な測量のための費用と労力（前述
V. 2.（2））が妨げとなり、各村で個人の登記の具
備は遅々として進んでいない。2002 年から 2009
年までの調査結果からは、2000 人規模の村におい
ては比較的裕福でかつ教育レベルの高い村人 1-2
名程度が権利証書取得のプロセスの途中段階にあ
る程度の状況である。なお、2008 年に土地省 PS 
（事務次官）31) シジャオナ氏の推薦によりタンザ
ニア全土で最も登記が進んでいるといわれるモロ
ゴロ州の村を訪問し調査を実施したのであるが、
モロゴロ州の三か村において個人の慣習的使用権
証書を得た上で登記まで具備していた人数は、各
村 30 人ずつであった。聞き取りにより、タンザニ
ア全土で一向に進まない村における自主的な登記
の具備を促進させるべく、ある一定期間のみ同三
か村の測量費用を国が負担していたことがわかっ
た。やはり、登記を希望する者が自分の負担で測
量等をしなければならないことが、障壁となって
いることが理解できる。短期的には、パイロット・
プロジェクトは意味がある面もあるが、やはり本
来の趣旨どおり自分の権利を確固たるものとする
ために登記をすることを浸透させるためには、個
人負担により測量・地図作りをしなければならな
い点を改善しなければならないことは明白であろ
う。 
 
Ⅵ おわりに 
 
 以上より、以下のようにアフリカの土地所有権
および土地改革に対する問題指摘と提言をおこな
いたい。 
1. 一律な個人の土地所有権から多様性を認める
ことの必要性 
慣習に基づき、家族を含む集団をも権利主体と
し村を管理主体とするほか、入会規定を置く「村
土地法」は団体構成員の流出を妨げる目的を有す
るとみられ、他国に比し中途半端な措置のように
は見える。しかし、急激に土地を市場経済化した
場合に知識のない村人が土地無しとなり貧困が悪
化し結果的に経済的打撃を被ることを避けるため
には極めて現実的な選択である。 
 
2. 段階的な導入の必要性 
急速な個人的な土地所有権の確定は、法的知識
のない農民に対し土地を担保としたクレジットを
得る自由をもたらすのではなく、失う自由の創設
にすぎないのではないか。 
 
3. 壮大な law reform 、土地法改革実施の実態 
タンザニア政府は、法の啓蒙・普及とともに村
の地図の作成、境界線確定等を援助ドナーに支援
を求めている。しかし、今まで曖昧であった境界
を確定することは多くの混乱をもたらすことが予
想され、ドナーは土地法策定後の支援にはほとん
ど着手していないので、タンザニアは独自の財源
で細々と土地法施行のプロジェクトを実施してい
る。 
2008 年 10 月からごく短期間に数か村において、
世銀が境界線確定パイロット・プロジェクトを行
った。 
 
4. 定着農耕民以外の民族の実質的排除 
狩猟採集民ハッザ族の事例からも顕著であるが、
本来、法はその地の人々の伝統・文化・歴史を反
映させたものでなければならない。強制された近
代的な土地法が施行を伴わず、膨大な経済的支出
のみ残すことは世銀の最新の土地政策においても
反省点として述べられていることである。法施行
のために、従来の人々の生活や伝統・文化を変容
させるようなことがあれば本末転倒である。 
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5.アフリカにおける法整備支援＝法の普遍的妥当
性という目的 
 ほとんどのアフリカ諸国民は、日本が明治時代
にフランスより自力でボアソナードを招へいし長
期間かけ独自の民法を作り上げたという法整備支
援の経験の歴史について知らない。しかし、その
過程はまさに現在のアフリカ諸国がたどろうとし
ている過程ではないだろうか。日本は、アフリカ
諸国に対し植民地支配をした経験がなく純粋に法
制度の整備に対する支援をできる立場にあるので、
例えばタンザニアに対し、自国の経験をもとに長
期的な視野による多面的な土地法整備支援が可能
なのではないだろうか。 
未開社会を開発することにあるのではなく、当
該社会を商品取引、資本取引を通じて世界経済へ
統合しなければ当該社会は存続し得ないという現
実的な環境のもとで、そのための法制度を整備す
るという課題への充足へ寄与すること（楜澤 2010: 
321）が目的である。 
所有権絶対の法則、権利能力平等の原則、私的
自治の原則は「近代法」モデルを求める前提であ
り続け、辛抱強い漸進的制度改革による実現（松
尾 2009: 286）が必要であることがさらに確信され
るところである。 
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注 記  
1) [連絡先]〒930-8555 富山県富山市五福 3190 富
山大学 経済学部 経営法学科 雨宮洋美 e-mail: 
hiromiam@eco.u-toyama.ac.jp 
2) 安田（2005）に定義されるように、固有法とは非
西欧地域の植民地化ないし近代化の過程で西欧
近代法が「移入」される以前から存在している法
である（安田 2005:10）。 
3) http://data.worldbank.org/indicator 
4) タンザニアの地方政府は大きい方から州、県、郡、
区、村となる。「2000 年地方政府法」に基づく行
政の最小単位が村（Village、Kijiji: 以下斜字体は
スワヒリ語である）である。なお、タンザニア全
土の 70%：10,832 カ村の管轄下にある（Sijaona 
2002:4）。 
5) タンザニア人口の 4 割程度を占めるイスラム教徒
は 4 人まで妻を持つことができる。また、イスラ
ム教徒でなくとも、伝統・慣習的に一人の男性が
複数の妻を持つことがある。さらには婚姻制度が
形骸化しており、ほとんどのカップルが事実婚で
あるため婚姻関係にある妻・扶養者、およびそれ
以外という区別がつけにくい状況がある。そして、
夫とその親戚および複数の妻並びにその親戚、子
供等を含め、正式な夫婦または内縁関係という区
別を重視せず一般に「家族」と表現する傾向にあ
る。スワヒリ語で「家族」を表す“familia” といっ
た場合、これらすべてを含み非常に広い範囲にわ
たることを、拡大家族と表す。 
6) この節は、雨宮（2011a）に多くを負う。 
7) デ・ソトが実施したペルーのインフォーマル・セ
クターと呼ばれる貧困者に対する所有権原を付
与する例にみられるように、インフォーマルな領
域の権利の合法化が貧困緩和のために必要であ
るという考え方である（雨宮 2007: 210）。 
8) 「村土地法」は 310 頁、修正中の「村土地法」施
行に関わる書式規定 (The United Republic of 
Tanzania, The Village Land Regulations (2001).)は全
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79頁で、50の書式を提示する膨大なものである。 
9) この節は、雨宮（2011）に多くを負う。 
10) アメリカのオルブライト前国務長官とデ・ソト
が共同議長を務め、タンザニアのムカパ前大統領
も委員の一人に名を連ねる。 
11) 1991 年にダルエス・サラーム大学法学部イッサ・
シブジ教授を委員長とし、独立後初めての国家的
な土地問題調査委員会による調査が行われ、ある
べき土地法の勧告を目的とし報告書（「シブジ・
レポート」と呼ばれる）（Tanzania Government 1994）
が出された。本来はシブジ・レポートに基づき「国
家土地政策」（Tanzania Government.1995）が策定
され土地法が制定される予定になっていたので
あるが、シブジ・レポートは政府が 1987 年から
実施し失敗した土地利用状況調査が国家に都合
のよいように既存の慣習的な土地の保有を無視
する内容である等非難した上、不正を阻止し村人
の権利を保護するため村に全面的な土地の管理
権限を付与する急進的な仕組みを提言したこと
から長らく出版されずに放置されていた。従って、
「国家土地政策」はシブジ・レポートの結果を踏
まえず従来通り国家が一元的に土地の権利を掌
握する仕組み、外国投資家への門戸を開く方針を
示し、それに従い近代的な個人的土地所有権を確
立するべく ODA コンサルタント McAuslan によ
り「1996 年タンザニア土地法」草案が策定された。
しかし、同草案を検討したタンザニア法曹団は草
案をそのまま採用せず、村では慣習に基づく権利
を認めることとする方が現実的であることから
「シブジ・レポート」案の大枠の採用ともとれる
ような「土地法」と別に村土地のみを管轄する別
法「村土地法」の策定を独自に行った、という経
緯がある（「村土地法」策定に関わった弁護士
（Mkono.& co.所属弁護士）に対する 2002 年の聞
き取りより）。 
12) 2005 年 7 月の FAO ジンバブエ土地法施行担当者
に対するインタビューより。 
13) 「付与された」（granted）という意味は、元来、
植民地時代に植民地政府から権利証書を伴い近
代的土地所有権に近い権利を与えられたという
ことに由来する。 
14) 同じ村（kijiji, village）であっても、都市部近郊
の村は市（munisipaa, municipal）管轄となり「土
地法」管轄区分となる。 
15) タンザニアと同じく 1999 年制定のウガンダの
「土地法」をフロッピーでそのまま持ってきてコ
ピーした、といわれる法である。 
16) Sijaona 2002: 34. 
17) 注 11 にある経緯のこと。 
18) 以下、「村土地法」規定の条文を示す際には条文
番号のみを表記する。 
19) Tsh.はタンザニア･シリング Tanzania shilling’の
ことである。1 US $＝約 168,476.24 Tsh.（ Bank of 
Tanzania HP  http://www.bot-tz.org/ 2014 年 11
月 6 日アクセス）なお、この金額は銀行側にとっ
ては低すぎる設定であるが、村人にとっては巨額
過ぎる額である。また競売の売却先も村内に限ら
れるため銀行側にとってメリットがないので、実
際の運用例がほとんどないと推測される。 
20) 村における行政を司る機関が村評議会であり、
村長（chairman）を含む 15～25 人の全村会議によ
り選出された村評議委員により構成される。村評
議委員の任期は 5 年である（「2000 年地方政府法」
第 25 条、第 56 条(1)項、第 57 条(3)項）。 
21) 登記所は県土地登記所（District Land Registry）の
村の出先機関（village branch）という位置づけを
されている（第 21 条第(3)項）。 
22) 調査による利用の実態把握及び権利規定からは
日本民法第 294条規定の共有の性質を有しない他
物権としての入会権と同じと考えられる。 
23) 村においては「村評議会が受託者(trustee)として
村人という受益者を代表し所有地（property）を
管理する」（第 8 条(2)項）と規定される。国と村
評議会間で信託が二重に存在しているかのよう
に見えるが、これに触れた研究は無いほか起草に
携わったタンザニア法曹関係者に対するインタ
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ビューからは「後付の法的枠組みに過ぎない」と
いう回答が得られるにとどまる。従って法的解釈
の詳細は不明なのであるが、信託構成により信託
財産である土地の活発な市場化の動きを制限し、
共同体としての団体の継続性を図るという目的
のもとに構成されたものであるという理解がで
きる（雨宮 2004b:31-31）。 
24) タンザニアには 120 あまりの部族がいるとされ
ており、その数は調査がなされてきた地域におい
て断片的に取り上げられる数字を使ってみてみ
ると、例えばニャキューサ族内には 100 あまりの
独立的な首長領（chiefdom）があり首長領の規模
は成人男性人口で 100 人～3000 人程度の小規模
なものだったとされる（吉田 1997:45）。 
25) ハッザ族が採集するのは 10 種類の植物（5 種類
のイチゴ、4 種類の根、1 種類の実と果肉）に限
定されている(Woodburn 1968: 51)。 
26) 2000 年 12 月 22 日発行の第 485 及び 486 号政府
通達による。 
27) 2002 年 8 月 28 日 土地省、国家土地計画委員会
（National Land Use Planning Commission）の計
画・調査局長（Director of Physical Planning）の
Mr. Gerald Mango へのインタビューによる。 
28) 「村土地法」は 310 頁、66 箇条から成る。 
29) 2002-2009 年の調査結果に基づく。 
30) 詳細は雨宮（2004b）を参照のこと。 
31) タンザニアの各省において実務の総括をしてい
るのが Permanent Secretary である。 
 
論文の前提：用語 
i) 植民地化以前および植民地時代を通じて、タンザ
ニア原住民の土地の権利は、実質的には労働投下
を継続して行うことにより認められる使用、収益
及び共同体構成員間に限定される処分の権利とい
えよう。土地に対する労働や耕作等の行為がなく
なれば、土地は村のものに帰るというゆるやかな
権利であった。 
ii)「使用権」right of occupancy：制定法による植民者
と外国人の有する土地の権利は、イギリス植民地
支配以降は英語では right of occupancy と基本的に
呼ばれてきた。これは現行日本法の本権に対置さ
れるような意味での占有権ではもちろんあり得な
い。使用がなされなくなれば、権利喪失にいたる
という意味において、権利の実質的内容から「使
用」の権利と考えるのが妥当であろう。そして right 
of occupancy とみなされるために重要なのは使用
し続けることであるので、これを日本語で表現す
る場合には「使用権」と呼ぶことが適当と考えて
いる。同様に customary right of occupancy を「慣習
的使用権」と呼ぶ。 
iii) タンザニア「村土地法」と「土地法」の関係 
タンザニアには村土地（village land）を管轄する法
律である「村土地法」とともに「1999 年タンザニ
ア土地法」（ Land Act, 1999）が制定されている。
タンザニアのすべての土地は、「土地法」により大
統領に付与される公有地（public Land）と定めら
れている（「土地法」第 4 条(1)項）。その上で公有
地は、「村土地」（village Land）、国立公園などを含
む「保留地」(reserved land)、及び「村土地」並び
に「保留地」以外の「一般の土地」(general land)
に分けられている（「土地法」第 2 条）。従って、
村土地部分のみについて、別法として制定されて
いる法律が「村土地法」である。 
iv)「慣習法」は「村土地法」において「1972 年土地
および一般条項の解釈法」（Interpretation of Land 
and General Clauses Act, 1972）に従うと規定される
（第 2 条）、「タンガニーカのアフリカ共同体にお
いて使用が確立され、法の効力を有し、承諾され
ている権利若しくは義務の規範又は規範の集合体
を意味する。…『原住民の法』（native law）又は『原
住民の法および慣習』（native law and custom）は同
様に解釈されるものとする。」と規定される（「1972
年土地および一般条項の解釈法」第 3 条.）。  
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